令和2年6月4日
令和3年9月10日（一部更新）
本文書は未定稿です。今後変更がありうることをあらかじめ御了承下さい。

加算措置の目標設定の具体例（集落戦略を作成する協定のみ対象）

（１）棚田地域振興活動加算「新規」
　　・詳細は別紙のとおり。
（２）集落機能強化加算「新規」
　　下記の事例から1つ以上目標を選んでください。

　　・令和〇年度（加算交付最終年度）までに、新規就農者を〇名確保する。

　　・令和〇年度までに、ゆずの収穫ボランティア（現状〇名）を〇名増員する。

　　・令和〇年度までに、インターンシップ生の延べ活動日数を令和２年度の〇日
から〇日に増加する。

　　・地域運営組織を設立し、令和〇年度までに高齢者見回りサービスを開始する。

　　・NPO法人と連携し、令和〇年度までに公共交通の空白地域でのコミュニティ
バス事業を開始する。
　　・令和〇年度までに、自治会役員・民生委員、消防団と連携した集落独自の避難マップの作成、連絡先リストの作成、緊急時対策の組織作り
　　・令和〇年度までに、町内会と連携した地域支援体制の構築及び雪下ろし、イベントの実施
　　・令和〇年度までに、高齢農業者等の認知症予防講座、引きこもり防止のための周遊バス乗り方講座の開催

（３）生産性向上加算「新規」
　　下記の事例から1つ以上目標を選んでください。

　　・アスパラの生産量（現状〇トン）を令和〇年度までに〇％上昇させる。

　　・農業機械を共同利用する協定農用地（現状〇ha）を令和〇年度までに〇％
増やす。

　　・ブランド米の栽培面積（現状〇ha）を令和〇年度までに〇％増やす。

　　・令和〇年度までに、担い手に協定農用地〇haを集積する（現状〇ha）。
・自走式草刈機の導入により、作業時間が縮減され、生産効率を〇％向上する。
・令和〇年度までに鳥獣被害面積の防止のための機械・設備の設置
・令和〇年度までに被覆植物、防草シート等による畦畔・法面管理の省力化
（４）集落協定広域化加算「継続」
　　※令和〇年度までに他の集落内の対象農地を新たに含めて協定を締結する（必須）。
　　ア 単純広域化の場合（1年間のみ加算金交付）

　　・令和〇年度までに、〇集落と広域協定を締結する。

イ 複数年加算の場合（1～5年間交付、中心的人材の名前が必要）

・令和〇年度までに、〇集落と広域協定を締結し、〇（中心となる人物名又は団体名）を中心として協定事務の一本化及び草刈り作業の応援体制を構築する。
（５）超急傾斜農地保全管理加算「継続」
※集落戦略を作成しなくても加算を受けられる。
　　・詳細は別紙のとおり。

